図書館と個人情報保護

2003/03/24(月)

長谷川豊祐(鶴見大学図書館)

(図書館員のためのインターネット編集管理人)

<http://www2d.biglobe.ne.jp/~st886ngw/index.htm>　_
１．貸出業務には何がありますか？

◆図書館のサービス業務

　・貸出し

　　　貸出に関連する業務(貸出、返却、予約、督促)

　　　総合案内(本の探し方、施設案内・利用受付)

　　　読書案内(図書選択の支援：図書の知識、接遇の技術・経験)

　・レファレンス(調査研究支援、参考質問への回答)

　・集会集会活動、展示会、ＰＲ

◆貸出システムの要件

　貸出システムは以下の要件を満たす必要がある。

・貸出、返却、予約、督促の業務を行うこと。

・利用者にとって簡便な方式であること。

・処理速度が早く、確実で、操作が簡便なこと。

・予約処理、予約本の確保が正確に行えること。

・返却が終了したら貸出記録が残らず、処理後に予約記録も残らないこと。

・その上で、貸出統計が取れること。
２．コンピュータ方式以前の貸出方式を知っていますか？

◆コンピュータ方式以前の手作業での貸出方式

　貸出システムの要件を満たすようにシステムは改良され、プライバシー保護も実現した。

・ニュアーク式：本についているブックカードに借りた人の記録が残る。

	1900年頃アメリカのNewark(ニュワークともいう)市公共図書館で考案されたカード式貸出法。貸出時には貸出券、ブックカード、期限票に。返却期日を押印し、貸出券は利用者に戻す。貸出券は見せるだけか、まったく使用しない簡略な方法もある。ブックカードには登録者番号も記入し、返却期日順にファイルしておく。返却時には貸出券に返却期日を押印して利用者に返却し、ブックカードをブックポケットに戻す。この方式は利用者の記録が登録者番号として残るので，プライバシー侵害の可能性があるのが欠点といえる。【参考：図書館用語集 改訂版(日本図書館協会) p.239-240】


・ブラウン式：ブックカードと貸出カードの組み合わせで記録が残らない。

	19世紀末にアメリカで考案された。ブックカード、期限票、ブックカードを収容できるよう袋形につくった貸出券を使用する。貸出時には借りたい冊数分の貸出券を提出させ、期限票に返却期日を押印し、ブックポケットからブックカードを抜き出して袋形貸出券に差し込んで保管する。返却時にはブックカードをブックポケットに戻し、利用者に貸出券を返却する。コンピュータが普及するまで、最もよく用いられていた貸出方式で、利用記録が残らず、予約の処理なども比較的容易である。大規模な図書館では返却処理に手間がかかる。これを改良した、貸出券をカードにし、ブックカードを袋状にした逆ブラウン方式、貸出券を回数券にした回数券方式もある。【参考：図書館用語集 改訂版(日本図書館協会) p.270】

30年以上前の小学校時代はニュアーク式だった。ニュアーク式からブラウン式への変更で貸出が増えた例は多い。ニュアーク式からブラウン式への変更では、「誰も読んでない本が読みたい」「誰かが読んでるから読んでみる」「自分のカードを本の名前で埋め尽くしたい」などのこだわりを持つ人たちもいた。
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【図の出典：前川恒雄. 貸出し. 日本図書館協会, 1982.3 (シリーズ 図書館員選書 1) p.61-68】

◆コンピュータによる貸出

　貸出、返却、予約、督促のほとんどが自動化し、データも一元化。ゆとりを生み出すとともに、貸出処理件数も増加した。【写真：鶴見大学図書館における貸出処理】 _
◆参考：

	日本図書館協会 図書館の自由委員会　<http://www.jla.or.jp/jiyu/>

・こらむ図書館の自由（図書館雑誌連載中）

　<http://www.jla.or.jp/jiyu/column.html>　_
Vol．94，No．12　図書館の自由について利用者にPRしよう　（白根一夫）

映画「耳をすませば」の利用者名を記入するニューアーク式では読書の秘密は守れない。

Vol．90，No．11　図書館が果たすべき役割とは‥・　（石谷エリ子）

ブラウン式の時代から，現在のコンピュータ処理にいたるまで，プライバシーは守ってきている。

図書館による町村ルネサンス  21世紀の町村図書館振興に向けた政策提言（Ｌプラン21）中間まとめ　1999年10月28日　編集：[日本図書館協会]町村図書館活動推進委員会

　<http://www.jla.or.jp/choson/chukan.html>　_
1.2.6 貸出

　「市民の図書館」が、市民の求める図書館を気軽に自由に貸出すことを掲げたのを受けて、図書に自由に接することができるように、閉架式から、半開架式そして、入館票の廃止、自由接架へと図書館は変化したのであった。貸出方式もニューアーク式などからブラウン式へと省力・迅速化へと変化し、少ない時間にできるだけ多くの本を貸し出せるように変わった。また、貸出冊数も１－２冊から４冊が標準になった。期間も１週間程度から２－３週間へとなった。さらに、従来の整理中心からできるだけ早く貸し出すために、目録カードなどの簡素化がはかられた。

　利用者の求める資料を提供するために、予約を制度化し、貸出中の本は返却を待って提供し、持っていないものは購入したり、他館から借りて提供する努力をした。これにより自治体を越えた協力関係（ネットワーク）が構築されたのである。




	◆図書館員の倫理綱領　[日本図書館協会　1980年6月4日総会決議]

　<http://wwwsoc.nii.ac.jp/jla/rinri.htm>　_
（図書館員の基本的態度）

第１　図書館員は、社会の期待と利用者の要求を基本的なよりどころとして職務を遂行する。

（利用者に対する責任）

第２　図書館員は利用者を差別しない。

第３　図書館員は利用者の秘密を漏らさない。

（資料に関する責任） 

第４　図書館員は図書館の自由を守り、資料 の収集、保存および提供につとめる。

第５　図書館員は常に資料を知ることにつとめる。

（研修につとめる責任）

第６　図書館員は個人的、集団的に、不断の 研修につとめる。

（組織体の一員として）

第７　図書館員は、自館の運営方針や奉仕計　画の策定に積極的に参画する。

第８　図書館員は、相互の協力を密にして、集団としての専門的能力の向上につとめる。

第９　図書館員は、図書館奉仕のため適正な労働条件の確保につとめる。

（図書館間の協力）

第１０　図書館員は図書館間の理解と協力につとめる。

（文化の創造への寄与）

第１１　図書館員は住民や他団体とも協力して、社会の文化環境の醸成につとめる。

第１２　図書館員は、読者の立場に立って出　版文化の発展に寄与するようつとめる。


３．どう答えますか？

◆以下の質問にどう答えますか？

　個人情報にあたるか否かの判断と、その取扱いについて判断する。

	設問１
	設問２
	以下の質問を利用者から受けた。設問１と設問２に解答しなさい。

設問１　質問は個人情報関連か

　　yes:個人情報である　　no:個人情報でない

設問２　個人情報であった場合、
　　a.おしえる　　b.おしえない　　c.どちらともいえない

	no
	　
	「この図書館の本の選択基準(収書方針)を教えてほしい

	yes
	b
	「おじいちゃんの予約した本の書名は何ですか」(電話で予約本の到着を知らせて本人が不在だった)

	yes
	a
	「私が借りたい本が貸出中のようですが、いつ返却されますか」

	no
	　
	「(新聞の切抜きを持って)この本を図書館で入れてくれるか」

	no
	　
	「赤ちゃんの本はありますか(または、民法の本はありますか)」

	yes
	c
	「私の小学生の息子の借りている本を教えてください」(本を紛失したらしく保護者が代わりに尋ねてきた)

	yes
	b
	「○○大学の図書館ですがこの登録番号の本を借りている人の名前を教えてください」(市立図書館の本が大学図書館の返却ポストに入っていた。たぶん在校生だろうから本人に連絡したい)

	yes
	c
	「(返却の際に)この本は何人の人が借りたのでしょうか」(自分が読んで面白かったのでどれくらいの人が読んだか知りたい)

	no
	　
	「この前そこにあった本が見当たらないがどこにあるか」

	no
	　
	「自宅周辺の明治、大正、昭和の地図を見たい」

	yes
	a
	「この本を書いた作家は何歳ですか、出身地はどこですか」

	no
	　
	「この本の作家が書いたほかの本を読みたいのですが」

	yes
	b
	「この本を前に借りたのは誰ですか」(借りて読んでいたら本が破れていた)

	no
	　
	「学術的な研究書だが、この本を図書館で買ってくれるか」

	yes
	a
	「貸出中の本には予約者が何人いますか、私は何番目ですか」

	no
	　
	「主人のカードを使って借りることができますか」

	no
	　
	「集会室の月末のあき具合はわかるか」

	yes
	b
	「世話になった病院の先生に贈り物をしたいので住所がわからないか」

	yes
	b
	「この図書館の職員の連絡先を教えてほしい」

	no
	　
	「急用なので家内を呼び出してください」

	no
	　
	「このコピーをどこから取ったかわからなくなったが、調べることができるか」

	yes
	c
	「一ヶ月前に返した本をもう一度読みたいので書名を教えてください」

	yes
	c
	「私がいま借りている本を教えてください」(何を借りているかわからなくなった)

	no
	　
	「住宅地図、電話帳はどこにあるか」

	no
	　
	「本は何冊借りることができますか」

	no
	　
	「河川の環境汚染と対策について他県の状況を知りたい」


４．図書館での個人情報って何？

◆利用登録データ

　登録データから：氏名、住所、勤務先(職業)、在学校名、電話番号、家族構成

◆貸出記録、予約データ、施設利用データ

　読書事実(どのような本を借りたか)、返却の遅れ、来館事実、行動記録、利用頻度、読書傾向

◆カウンターでの対応から

　家族構成、容姿・趣味・嗜好、生活パターン

◆個人情報の種類

・基本情報

　　住所、氏名、年齢、性別、生年月日、電話番号

・特定の機微な個人情報

　　・センシティブ情報

　　　　取扱いに注意を要する情報

　　　　資産、収入、借入金の有無や金額など

　　・ハイリーセンシティブ情報

　　　　社会的不利益を受ける恐れのある、個人の尊厳やプライバシーの核心部分にかかわる情報

　　　　人種や民族、本籍地、信教、医療情報、犯罪歴など

◆読書事実

　読書事実は、図書館のカウンター業務では頻繁に収集、記録、削除される。

　図書館で扱う個人情報の中で、読書事実はハイリーセンシティブ情報にあたる。

	◆図書館の自由に関する宣言 1979年改訂　[日本図書館協会]

　<http://wwwsoc.nii.ac.jp/jla/ziyuu.htm>　_
図書館は、基本的人権のひとつとして知る自由をもつ国民に、資料と施設を提供することをもっとも重要な任務とする。

この任務を果たすため、図書館は次のことを確認し実践する。

第１　図書館は資料収集の自由を有する 

第２　図書館は資料提供の自由を有する 

第３　図書館は利用者の秘密を守る

第４　図書館はすべての検閲に反対する 

図書館の自由が侵されるとき、われわれは団結して、あくまで自由を守る。


５．どうして保護しなければならないの？

５－１．個人情報に係わる法律、条例

◆国家公務員法第100条 第1項(秘密を守る義務)

　<http://www.houko.com/00/01/S22/120.HTM#s3.7>

	（秘密を守る義務）

第100条　職員は、職務上知ることのできた秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後といえども同様とする。


◆地方公務員法　第34条 第1項(秘密を守る義務)

　<http://www.houko.com/00/01/S25/261.HTM#s3.6>

	（秘密を守る義務）

第34条　職員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、また、同様とする。


◆千代田区個人情報保護条例　第3章 個人情報の利用

　<http://reiki.city.chiyoda.tokyo.jp/>「例規集→第4章 情報管理」からアクセス

	(業務の登録)

第9条　実施機関は、個人情報を取り扱う業務については、次に掲げる事項を個人情報登録簿(以下「登録簿」という。)に登録しなければならない。

(1) 業務の名称

(2) 業務の目的

(3) 対象となる個人の範囲

(4) 個人情報記録の項目

(5) 個人情報保護管理責任者

(6) 前各号に掲げるもののほか、千代田区規則(以下「規則」という。)で定める事項

(目的外利用の制限)

第15条　実施機関は、個人情報を目的外利用(第9条第1項の規定により登録された業務の目的の範囲を超えて当該個人情報を区の機関内において利用することをいう。以下同じ。)してはならない。

(外部提供の制限)

第16条　実施機関は、個人情報を外部提供(区の機関以外のものへの提供をいう。以下同じ。)してはならない。

(罰則)

第39条　次の各号のいずれかに該当する者は、1年以下の懲役又は3万円以下の罰金に処する。

(1) 実施機関から受託した個人情報を取り扱う業務の処理に従事している者又は従事していた者で、当該業務に関して知り得た個人の秘密を漏らしたもの


◆個人情報の保護に関する法律(案)

　　第四章 個人情報取扱事業者の義務等

　　第一節 個人情報取扱事業者の義務（第十五条－第三十六条）

　　<http://www.kantei.go.jp/jp/it/privacy/houseika/hourituan/>　_
	個人情報保護基本法制に関するこれまでの経緯

　<http://www.kantei.go.jp/jp/it/privacy/houseika/hourituan/kentou.html>　_
1980/09/00：プライバシー保護と個人データの国際流通についてのガイドラインに関するOECD理事会勧告

1988/12/16：「行政機関の保有する電子計算機処理に係る個人情報の保護に関する法律」公布

2001/03/27：「個人情報の保護に関する法律案」提出（第151回国会）

2002/12/13：「個人情報の保護に関する法律案」等審議未了廃案（第155回国会）

2003/03/07：「個人情報の保護に関する法律案」等再提出（第156回国会）

　　　　　 「報道の自由」と「プライバシー保護」の両立


　個人に関する秘密(プライバシー)や個人情報を保護する個別的な法規定は、憲法、行政法、労働法、刑事法、民事法などの各分野に多数存在している。統一立法としては「行政機関の保有する電子計算機処理に係る個人情報の保護に関する法律(昭和63年法律第95号)<http://wwwsoc.nii.ac.jp/jla/privacy/kojinjoho.html> _ と各自治体の個人情報保護条例が存在しているだけである。行政部門と民間部門の両方を対象とした一般的な法規制は初めてになる。

５－２．図書館業務におけるプライバシーの保護

◆図書館の自由に関する宣言 1979年改訂　[日本図書館協会]

　<http://wwwsoc.nii.ac.jp/jla/ziyuu.htm>　_
	第３　図書館は利用者の秘密を守る

　読者が何を読むかはその人のプライバシーに属することであり、図書館は、利用者の読書事実を外部に漏らさない。ただし、憲法第３５条にもとづく令状を確認した場合は例外とする。

　図書館は、読書記録以外の図書館の利用事実に関しても、利用者のプライバシーを侵さない。

　利用者の読書事実、利用事実は、図書館が業務上知り得た秘密であって、図書館活動に従事するすべての人びとは、この秘密を守らなければならない。

参考：日本図書館協会 図書館の自由委員会　<http://www.jla.or.jp/jiyu/>

　・図書館と個人情報保護-図書館は利用者の秘密を守る

　　<http://www.jla.or.jp/privacy/>　_
　・『図書館の自由に関する宣言1979年改訂解説』の改訂について

　　<http://www.jla.or.jp/jiyu/statement.html>　_
参考：日本図書館協会図書館の自由に関する調査委員会編. 「図書館の自由に関する宣言1979年改訂」解説. 日本図書館協会, 1987.10 


◆図書館員の倫理綱領　[日本図書館協会　1980年6月4日総会決議]

　<http://wwwsoc.nii.ac.jp/jla/rinri.htm>　_
	（利用者に対する責任）

第３　図書館員は利用者の秘密を漏らさない。

　図書館員は、国民の読書の自由を保障するために、資料や施設の提供を通じて知りえた利用者の個人名や資料名等をさまざまな圧力や干渉に屈して明かしたり、または不注意に漏らすなど、利用者のプライバシーを侵す行為をしてはならない。このことは、図書館活動に従事するすべての人びとに課せられた責務である。

参考：日本図書館協会図書館員の問題調査研究委員会編. 「図書館員の倫理綱領」解説. 増補版. 日本図書館協会, 2002.4　綱領制定までの歩み: p50-52


◆貸出業務へのコンピュータ導入に伴う個人情報の保護に関する基準

　[日本図書館協会 1984年総会採択]　<http://wwwsoc.nii.ac.jp/jla/privacy/kasidasi.html> _
	　図書館業務におけるコンピュータの普及に対処した。登録者の番号は住民基本台帳等の番号を利用することはしない。（附）として「貸出業務へのコンピュータ導入に伴う個人情報の保護に関する基準」についての委員会の見解も表明している。


５－３．個人情報に関するコンプライアンス・プログラム

　コンプライアンス：法令等の遵守

◆JIS Q 15001「個人情報保護に関するコンプライアンス・プログラムの要求事項」(1999年3月20日)

　<http://privacymark.jp/ref/jisq15001.html> _ pdf
　民間部門における電子計算機処理に係る個人情報の保護に関するガイドライン(平成9年通商産業省告示第98号)を基礎にして起案された。デジタル化された個人情報や入出力帳票が適用範囲になるが、法令等の遵守のための管理システム一般に適用できる。

　企業においては、個人情報保護に関するコンプライアンス(法令等の遵守)の社内体制は、

◆コンプライアンス・プログラムの必要性

　情報化社会においては、分散して蓄積された自社の社員等の個人情報や、取引相手先や顧客の個人情報は、不適切に蓄積・利用、改ざんが行われるおそれが強くなっている。営利企業や非営利団体は、個人情報保護に関する法令や基準の整備に伴い、それらの法令や基準を遵守しなければならない。コンプライアンス・プログラムは、個人情報保護に関する法令等を遵守するための全社的な体制を整える取り組みである。

	個人情報流出事件の例(1998年1月から2001年5月までの主な事件39件の分析)

　業種別：電話会社 7件、警察、病院 各6件、金融機関 3件、刑務所 3件、大学 2件、人材派遣会社、デパート、商品取引会社、自治体、製薬会社、生命保険会社、消費者金融会社、中学校、高校、データ処理会社、ケーブルテレビ会社、アパレル会社、その他 各1件

　個人情報の種別：住所、氏名年齢、電話番号などの顧客名簿 10件、犯罪歴・受刑 8件、病歴 7件、ID・パスワード 6件、信用情報 5件、その他(成績など) 3件

　流出形態：社員・職員による不正持ち出し 12件、管理ミス 6件、業務委託先会社の社員 4件、外部のもの 2件、派遣会社の社員、子会社からの流出 各1件

【出典：藤田康幸編著. 個人情報保護法Q&A. 中央経済社, 2001.11 p.12】


◆「丸善コンプライアンス行動指針」（丸善株式会社）

	第23項 個人情報の保護

お客様や従業員の個人情報は本来の目的以外には使用せず、また、必要な範囲を超えて調査をしません。個人情報が漏洩することのないよう、注意深く管理を行ないます。


参考：

	◆個人情報の保護に関する条例の制定状況　2002年4月1日現在　総務省のサイト

　<http://www.soumu.go.jp/s-news/2002/020903_1.html> _
地方公共団体において個人情報の保護に関する条例が制定され始めたのは昭和50年代前半のことであるが、電子計算機による個人情報の処理が進展するにつれ、個人情報の保護を条例によって制度化する団体が年々増加している。

　平成14年4月1日現在、都道府県及び市区町村においては、全3,288団体中65.7％（約3分の2）に当たる2,161団体が個人情報に関する条例を制定しており、制定団体数は前年度と比較し、179団体増加している。

　都道府県のうち、個人情報の保護に関する条例を制定している団体は40団体となっている。また、現在制定していない県においても、条例制定に向けた取組を行っているところである。

　なお、この他に個人情報を取り扱う一部事務組合等においても35団体が個人情報に関する条例を制定している。

　また、条例ではなく、規則や規程等により個人情報保護対策を講じている団体が、都道府県及び市町村で472団体あり、条例を制定している2,161団体と併せて、全団体数の80.1％に当たる2,633団体が何らかの形で個人情報保護対策を講じている。

◆全自治体の個人情報保護条例　<http://joreimaster.leh.kagoshima-u.ac.jp/KOJO.HTM> _
　全国条例データベース[鹿児島大学法文学部法政策学科]　<http://joreimaster.leh.kagoshima-u.ac.jp/> _
　　　個人情報保護関係　<http://joreimaster.leh.kagoshima-u.ac.jp/simoi/kojjo.htm> _
◆国立大学図書館の管理・運営に関するガイドブック　平成12年4月

　国立大学図書館協議会図書館組織・機構特別委員会

　<http://wwwsoc.nii.ac.jp/anul/Kdtk/Rep/66/index.html>

　　第3章 職員の服務・給与・勤務時間 _
　　1.服務

　　(1)服務上の規律の種類 

　　6)守秘義務（国家公務員法第100条） 

◆個人情報保護関連資料リンク集　<http://www.tcn-catv.ne.jp/~rompal/pd-link.htm> _
　憲法から始まる個人情報保護の関連部分へのリンク集

◆名古屋市の個人情報保護制度

　<http://www.city.nagoya.jp/guid/04sisei/hogo/hogoseido.htm> _
・名古屋市の「個人情報保護制度」とは…？

　<http://www.city.nagoya.jp/guid/04sisei/hogo/hogoseido.htm - 1> _
・名古屋市個人情報保護条例

　<http://www.city.nagoya.jp/guid/04sisei/hogo/hogoji_1.htm> _
　　　　第2章　個人情報の適正な取扱いの確保（第6条－第12条）

　　　　<http://www.city.nagoya.jp/guid/04sisei/hogo/hogoji_2.htm> _
◆情報セキュリティ政策、署名認証[経済産業省 商務情報政策局 情報セキュリティ政策室]

　<http://www.meti.go.jp/policy/netsecurity/> _
　　法律、ガイドライン等　<http://www.meti.go.jp/policy/netsecurity/law_guidelines.htm> _
◆図書館の自由に関する宣言 1979年改訂　[日本図書館協会]

図書館は、基本的人権のひとつとして知る自由をもつ国民に、資料と施設を提供することをもっとも重要な任務とする。

この任務を果たすため、図書館は次のことを確認し実践する。

第１　図書館は資料収集の自由を有する 

第２　図書館は資料提供の自由を有する 

第３　図書館は利用者の秘密を守る

第４　図書館はすべての検閲に反対する 

図書館の自由が侵されるとき、われわれは団結して、あくまで自由を守る。

◆図書館員の倫理綱領　[日本図書館協会　1980年6月4日総会決議]


６．個人情報の取り扱いには気をつけよう！

◆収集

　本人から直接収集しなければならない（「千代田区個人情報保護条例」第８条）

1)利用者の登録（変更）をするとき

・利用者登録にあたって本人確認を行なうとき

2)収集してはならない個人情報（「千代田区個人情報保護条例」第７条）

・思想、信条及び宗教に関する事項

・犯罪に関する事項

・その他社会的差別の原因となる事項

◆利用

　個人情報を目的外使用してはならない（「千代田区個人情報保護条例」第１５条）

1)貸出手続きをするとき

2)返却手続きをするとき

・返却の督促業務を行なうとき　[例：江東区の図書館での個人情報不正使用問題]

3)予約手続きをするとき

・予約本に関する利用者への連絡業務を行なうとき

4)参考業務（資料の案内）を行なうとき

5)その他、個人情報を電子計算機処理する場合

◆開示・提供

　個人情報を外部提供してはならない（「千代田区個人情報保護条例」第１６条）

1)予約手続きをするとき（本人への開示）

・予約本に関する貸出状況を利用者に知らせるとき

2)落し物、忘れ物に関する個人情報

◆管理

1)個人情報取り扱い場所への無権限者の立ち入り制限のための入退管理

2)個人情報処理システムの利用者を制限するアクセス管理

3)個人情報保護管理者（「千代田区個人情報保護条例」第１１条）への報告・連絡（事故や苦情発生時を含む。）

◆江東区の図書館での個人情報不正使用問題について

　派遣されていた職員が、業務用端末から利用者の個人情報を引き出し、その利用者の名前で「延滞ＣＤが早期に返却されるよう借りている人に督促してほしい」と図書館に求めた。この職員は、ＣＤの貸出予約順が二番目だったが、ＣＤが延滞で借りられなかったため、予約順位が一位の男性の妻を名乗り返却の督促を求めようとした。

　このケースにおける問題点は何か？

　　・利用者の個人情報を目的外に利用したこと、自分のために利用したこと

　　・個人情報保護に関する認識の甘さ、情報についての認識の甘さ

　　・個人情報へのアクセス制限の必要性

◆守秘義務

　職員同士や家族との会話でも守秘義務を考慮

◆貸出カウンターに求められるもの

　図書館の提供するサービスは貸出以外にもあります。貸出の時に図書館の使い方などの案内業務を行うこともある。

　利用者は、図書館職員が図書館のすべてを知っていることを期待している。

・読みたい本があること

・簡単な手続きで本が借りられること

・親切な気持ちのよいサービスが受けられること

◆プライバシーと図書館員

　「プロの図書館員は、”これを読みたい”の一言で動き出し、出版社や刊行年などその本を探し出すのに必要な情報だけを利用者からたくみに聞き出して、本を見つけてくれる。そういう人には、こういう理由でこの本が要るのなんのと、聞かれないのに自分でしゃべってしまうから不思議だ。」

【鈴木由美子(中野の図書館を考える会). プライバシーに踏み込む図書館員. 出版ニュース. 1987年8月中旬 p.20】

参考：

	◆江東区図書館で個人情報引き出す　委託企業の派遣社員

　<http://www.tokyo-np.co.jp/00/tko/20021218/lcl_____tko_____003.shtml> リンク切れ
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